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研究の目的
租税行政庁は，租税行政を営むに当たり，租税
法令に関する解釈（行政解釈）を，政令又は通達
をはじめとする様々な存在形式で発する 1）．その
中でも，課税庁，納税者及び裁判所に対して最も
大きな影響力を有しているのは内閣が制定する政
令（施行令）であるという見方が成り立ち得る．
本法の条文数を上回るほどのその条文数の多さや
その規律範囲の広さもさることながら，政令は，
税額の計算に必要な重要事項を定めているからで
ある．この点，金子宏教授も，「わが国の租税法で
は，基本的・一般的事項は法律で規定し，細則的
事項は政令に委任することが多いため，政令の中
で多くの重要事項（例えば，減価償却の方法や棚
卸の方法）が規定されているのが実情である．そ
の意味で，政令は，租税法の法源として重要であ
る」ことを指摘される2）．
かように，政令が国民の租税法律関係を規律す
る重要な法規範であることに加えて，その立案は
租税行政の執行を担う租税行政庁自らが行ってい
ること及び現行の政令の中には少なからず租税法
律主義との適合性を吟味する必要があるものが散
見されることなどを考慮すると，租税に関する政
令の制定等の場面において，何らかの形で統制を
強化する必要があると考える．この点，これまで，
政令に対する統制という文脈においては，授権法
律の憲法適合性又は政令の授権法律適合性という
視点がとかく強調されてきたように思われる．筆
者もそのこと自体は妥当であると解するが，政令
に対して，授権法律の趣旨等に照らしてその規定
内容が十分なものであるかという，これまであま
り論じられてこなかった視点を持つことも必要で
あると考える．かように，本稿では，政令に対す
る統制という文脈における授権法律の趣旨等に照
らしたその規定内容の十分性という視点に光を当
ててみたい．
以下，授権法律の憲法適合性又は政令の授権法
律適合性といった政令に対する統制のあり方等の
検討場面で議論されてきた伝統的な視点を確認す
るとともに（後記Ⅰ），筆者が政令の規定内容の十
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分性という着想を得るに至るまでに影響を受けた
我が国の裁判例と米国の判例法理（Auer原則）を
確認することにより，政令の規定内容の十分性と
いう視点を持つことの必要性について述べる（後
記Ⅱ）．最後に，かかる視点から観察した場合にそ
の規定内容に疑問が惹起される政令が現に存在す
ることを指摘することによって，かかる視点を持
つことの実際上の必要性を論じる（後記Ⅲ）．
Ⅰ　伝統的な視点
Ⅰにおいては，授権法律の憲法適合性や政令の
授権法律適合性といった政令に対する統制のあり
方等の検討場面で議論されてきた伝統的な視点を
確認する．
　 1　租税行政立法の合憲性
憲法41条は，国会以外の機関が，直接又は間接
に国民を拘束し，あるいは国民に負担を課する新
たな法規範を創設することはできないことを定め
ている．したがって，法規の定立は国会の定める
規範である法律の形式によってのみ可能である
（法律の法規創造力の原則）3）．もっとも，憲法は，
法律がその所管事項を定める権能を，その他の法
形式，ことに行政機関が制定する命令に授権する
行政立法（委任立法）を許容するものであると解
されている 4）．すなわち，行政立法の合憲性が認
められているのである．
租税行政立法の合憲性はこの憲法41条のみなら
ず，憲法30条及び84条との関係でも問題となる．
すなわち，現行憲法上，国民は法律の定めるとこ
ろにより納税の義務を負うとともに，新たに租税
を課し，又は現行の租税を変更するには，法律又
は法律の定める条件によらなければならない（租
税法律主義．憲法30条及び84条）．これによれば，
法律の根拠に基づくことなしには，国家は租税を
賦課・徴収することはできないし，国民は租税の
納付を求められることはないはずであるから 5），
立法機関ではない租税行政庁が国民の納税義務を
左右するような規範を制定すること（行政立法）
が憲法上許されるのかが問題となる．
この点，租税法律主義との関係においても，行
政立法は許容されるものと解されている．例え
ば，後述する法人税法65条の租税法律主義適合性
等が争われた事件において，大阪高裁平成21年10
月16日判決（判タ1319号79頁）は，次のとおり
判示して，租税行政立法の租税法律主義適合性を
肯定している．
「租税法規は，複雑かつ多様な経済事象をその
規律の対象とするものであり，課税の公平及び徴
税の適正等の観点から技術的かつ細目的な定めを
設ける必要があるとともに，上記のような経済事
象の変動に即応した規律を行う必要があることを
考慮すれば，課税要件等に係る技術的細目的事項
まですべて法律によって定め，また，経済事象の
変動に即応して法律を制定又は改廃することは実
際上困難であり」，「憲法もこのような場合を予定
して，憲法84条において『法律又は法律の定める
条件によることを必要とする』と定め，課税要件
等の定めを政令に委任することを許容しているも
のと解される．」
　 2　授権法律の憲法適合性という視点
租税行政庁が国民の納税義務を左右するような
規範を制定することが憲法上認められるとして
も，どの範囲まで，どの程度までの規範を制定す
ることが許されるかという，租税行政立法の限界
の問題が残されている．このことは，国会ないし
法律による租税行政立法の統制の問題としての側
面を有している．
上記 1のとおり，法律の委任がないにもかかわ
らず，政令によって，新たに納税義務を課したり
又は課税要件，賦課・徴収の手続を新たに定める
ことは許されない．また，法律の定めに違反する
政令・省令等は効力を持たない 6）．そして，租税
に関する法律を執行する責任者たる租税行政庁
は，かかる法律の執行のために必要な規定（執行
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命令）については，法律の委任を特に必要とせず，
自らの責任において定め得る一方 7），課税要件及
び租税の賦課・徴収の手続に関する定めとしての
委任命令については，法律の個別の授権がある限
りにおいて定め得ることを理解しておくべきであ
ろう．
委任の方法・あり方という点では，憲法41条は
国会こそが唯一の立法機関であることを宣言して
いることから，具体的・個別的委任のみが許され
るのであり，国会の立法権を放棄するのに等しい
ような大幅な委任（白紙的委任）は許されない8）．
かような理解は，憲法84条，とりわけ課税要件の
すべてと租税の賦課・徴収の手続は法律によって
規定されなければならないという9）課税要件法定
主義の趣旨からも導くことが可能である．すなわ
ち，金子宏教授は，「租税立法においても，課税要
件および租税の賦課・徴収に関する定めを政令・
省令等に委任することは許されると解すべきであ
るが，課税要件法定主義の趣旨からして，それは
具体的・個別的委任に限られ，一般的・白紙的委
任は許されないと解すべきであ」るとし，具体
的・個別的委任であるといい得るためには，「委
任の目的・内容及び程度」が委任する法律自体の
中で明確にされていなければならず，この基準に
該当しない委任規定は，一般的・白紙的委任とし
て無効であり，したがってそれに基礎を置く政省
令の規定も無効となるという見解を示される10）．
かかる見解は，いわば授権法律の憲法適合性の判
断枠組みを提示するものであり，同旨の裁判例が
いくつか散見される11）．ただし，かかる判断枠組
みそれ自体がその適用においては一義的に明白で
はないという指摘もある12）．
いずれにしても，以上の議論から，授権法律に
おいては，国会が法律事項を命令に委任する場合
におけるその委任の方法の憲法適合性が問題とな
り，租税行政立法に対する統制という文脈におけ
る授権法律の憲法適合性という視点を得ることが
できる．
 3 　政令の授権法律適合性という視点
他方，国会からの委任を受けて制定される命令
（ここでは政令）においては，その根拠法規である
授権法律との適合性が問題となる．行政機関が制
定する命令の適法性の問題である．すなわち，行
政機関は，法条の形式をもって，行政主体と私人
の関係の権利・義務に関する一般的規律である法
規命令を定めることができる．法規命令は，行政
機関内部に対して効力を発揮するのみならず，相
手方私人と行政主体の関係を規律し，紛争が生じ
たときに裁判所がこれを適用する裁判規範となり
得るという意味で外部効果を有するものである．
そして，法律からの委任を受けて制定される法規
命令たる委任命令においては，法的拘束力を伴っ
て，私人との権利・義務の内容自体を定めること
が可能である13）．
ただし，委任命令は法律による委任の範囲を超
えた内容を定めることはできない．これは，行政
機関が法律からの委任を受けて制定する命令（政
令）の規定内容の法律適合性の問題であり，授権
法律の憲法適合性とともに，行政立法に対する統
制を検討する上で古くから議論されてきた伝統的
な視点であるといえる．なお，関係条項等に違反
する委任命令は，通常は，同時に授権条項にも違
反していると考えられるであろう14）．また，委任
命令の内容は，授権法律との適合性のみならず，
上位規範たる憲法との適合性が問題となることは
いうまでもない．
Ⅱ　政令の規定内容の十分性という視点
筆者は，行政立法に対する統制のあり方等の検
討場面において，授権法律の憲法適合性や政令の
授権法律適合性という伝統的な視点が最も重要で
あるという認識を有している．他方で，筆者は，
政令に対して，授権法律の趣旨等に照らしてその
規定内容が十分なものであるかという，これまで
あまり論じられてこなかった視点を持つことも必
要であると考える．そこで，Ⅱにおいては，筆者
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が，政令の規定内容の十分性という着想を得るに
至るまでに影響を受けた我が国の裁判例及び米国
の判例法理に関する議論を確認する．
　 1　アリコジャパン事件東京地裁判決
法人税法施行令（平成20年政令第156号による
改正前のもの。以下この1において同じ）121条1
項1号は，法人税法（平成20年法律第23号による
改正前のもの。以下この1において同じ）61条の
6第 1項に規定するヘッジ対象資産に係るヘッジ
対象資産等損失額を減少させるためにデリバティ
ブ取引等を行った場合に，当該デリバティブ取引
等が当該ヘッジ対象資産等損失額を減少させるた
めに有効であるか否かを判定する方法について，
「期末時又は決済時におけるそのデリバティブ取
引等に係る法61条の6第1項に規定する利益額又
は損失額とヘッジ対象資産等評価差額とを比較す
る方法」とする旨定めていた．
他方，金融商品会計に関する実務指針156項は，
企業会計上のヘッジ取引の有効性の判定方法につ
いて，ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期
間において，ヘッジ対象の相場変動の累計とヘッ
ジ手段の相場変動の累計とを比較し，両者の変動
額等を基礎にして判断することを原則とするが，
オプション取引については，デリバティブ比較法
（オプション価格の変動額とヘッジ対象の時価変
動額を比較する方法）又は基礎商品比較法（オプ
ションの基礎商品の時価変動額とヘッジ対象の時
価変動額を比較する方法）により判定を行う旨定
めている．
法人税法施行令 121 条 1 項 1 号はデリバティブ
比較法を用いて判定するような規定振りであった
が，国税庁はホームページ上に掲載している「オ
プション取引の有効性判定の方法について」と題
する照会の回答などにおいて，納税者が基礎商品
比較法を用いることを認めていた．そして，この
基礎商品比較法が法人税法施行令 121 条 1 項 1 号
の定める繰延ヘッジ処理におけるヘッジの有効性
の判定方法に該当するか否かが争われた，いわゆ
るアリコジャパン事件の東京地裁平成 24 年 12 月
7日判決（判時2190号 3頁）は，基礎商品比較法
にいう「オプションの基礎商品の時価変動額」と
はオプションの想定元本と当該基礎商品の時価変
動額とを掛け合わせた金額をいうから，結局，基
礎商品比較法は法人税法施行令 121 条 1 項 1 号に
規定する有効性判定の方法とはいえないと判示し
た．
この事件において，被告国は，国税庁のホーム
ページ上の照会に対する回答などにおいて，「オ
プション取引の有効性判定の方法として，基礎商
品比較法によることを認めているところ，このよ
うな取扱いは，デリバティブ取引には多種多様な
種類の取引が存在し，その内容も日々進化してお
り，すべての取引に対応する合理的な判定方法に
ついて，子細に政令で定めることは極めて困難で
あることなどに鑑みれば，合理的な取扱いであ
る」と主張した．これに対して，判決は，「基礎商
品比較法が施行令 121 条 1 項 1 号に規定する有効
性判定の方法として認められるか否かは，専ら同
号の解釈により決せられるべきものであって，通
達の定めや実際の税務運用上の取扱いにより，そ
の結論が左右されるべきものではない．」という
正当な論理でこれを斥けた．
また，判決は，「オプション取引は，デリバティ
ブ取引の中でも一般的ないし典型的な類型に属す
る取引であって，現に実務指針は，平成12年1月
31日に公表された当初から，オプション取引の有
効性判定の方法としてデリバティブ比較法と基礎
商品比較法の 2つを認める旨の明文の規定を設け
ていたのであるから，少なくともオプション取引
について，政令において，実務指針 156 項と同旨
の規定を設けることは十分に可能であったのであ
り，それにもかかわらず政令があえてそのような
規定を設けなかった以上は，租税法規の解釈とし
て，そのような規定があるものとして解すること
は許されないといわざるを得ない．」と判示して
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いる15）．
さらに，判決は，法人税「法61条の6に規定す
る繰延ヘッジ処理の趣旨が，ヘッジ取引の実態を
正しく示すことにあることに照らせば，企業会計
上，ヘッジ取引として有効であると認められる取
引については，税務上も，繰延ヘッジ処理が適用
されることが望ましいということができる」とも
述べており，このことと，オプション取引につい
て，実務指針 156 項が定める基礎商品比較法と同
旨の規定を政令に設けることは十分に可能であっ
た旨の上記判示を併せ考慮すると，ヘッジ取引の
有効性の判定方法として基礎商品比較法を定めて
いない法人税法施行令121条1項1号は，法人税法
61条の6の趣旨等に照らして，その規定内容の不
十分性を指摘することができそうである．そうで
あれば，同判決の判示内容を一般化し，政令に対
する統制という文脈において，授権法律の委任の
趣旨等に照らしてその規定内容が十分なものであ
るかという視点を抽出することができよう．
かような視点は，委任命令は法律による委任の
範囲を超えた内容を定めることはできないという
意味における伝統的な視点とは異なるものである
一方，政令の授権法律適合性の枠内の議論として
位置付けられる余地を有するものである．
　 2　政令に対する行政解釈への司法敬譲
⑴　Auer原則
米国において，①制定法に対する行政解釈又は
②行政機関が制定する法規範である規則に対す
る行政解釈の問題を考察する際に極めて重要な視
点の 1つに，行政解釈に対していかなる敬譲
（deference）――行政解釈が裁判所の解釈に優位
することを示す概念 16）――が与えられるかとい
うものがある．敬譲の具体例を挙げておこう．例
えば，制定法に対して a，b，cという複数の合理
的な解釈が考えられる場合において，裁判所は，
aという解釈が最も合理的であると解していた
としても，行政機関が（合理性の点で aに劣ると
裁判所が解する）bという解釈を採用したときは，
この bという解釈に従った判断をしなければなら
ない．
上記①の場面では，極めて著名な Chevron判
決 17）が示した行政解釈に対して高度の司法敬譲
を与える Chevron原則が判例法理として圧倒的
な存在感を発揮している． Chevron原則とは，裁
判所は，❶議会が，争点となっているまさにその
問題を直接的に取り扱っており，かかる問題に対
する議会意図が明白であるならば，その議会意図
に沿った効果を認める（第一段階審査），❷上記
❶において議会意図が不明確であれば，行政解釈
が制定法の許容し得る解釈である限り，その行政
解釈に敬譲を与える（裁判所は行政解釈に対して
判断代置できない）（第二段階審査）というもの
である18）．
上記②の場面では，Seminole Rock判決19）に出
自を持ち，同判決を引用したAuer判決20）が後続
の裁判所によって引用されることにより，判例法
理として形成されてきたもので，Chevron原則よ
りも高度の司法敬譲を与える Auer原則（Auer / 
Seminole Rock原則又はSeminole Rock原則とも
呼ばれる．）が存在する．紙幅の都合上，以下で
は，Auer原則に関する米国の議論に絞って考察
を行う21）．
Auer原則とは，行政機関が制定した規則の内
容又は用語の意味に不明確な点がある場合，これ
に関する行政解釈に明白な誤りがあるか又はその
解釈がその規則と矛盾するものでない限り，裁判
所は，その行政解釈に敬譲（支配的重要性）を与
えなければならない，というものである．同原則
については，裁判所が同原則を適用した場合の行
政機関の勝訴率は，例えば，おおざっぱに見積
もって，Chevron原則の7割に対し，9割にも達し
ているという実証分析が存在するなど22），その敬
譲の程度の高さが注目されている．
⑵　Auer原則の正当化理由
Auer原則については，一般に，オリジナリス
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ト・アプローチとプラグマティック・アプローチ
という2つの観点から正当化が試みられる23）．
オリジナリスト・アプローチは，問題となる規
則の原文を草稿し，当該規則を制定した行政機関
は，規則制定時における規則制定者の意図や当該
規則の意味内容について特別な見識を有してお
り，裁判所よりもこれらを決定するための優越的
な立場にあるという観点から，Auer原則の正当
化を試みる．他方，プラグマティック・アプロー
チは，Chevron原則の正当化理由と類似し，議会
が，行政機関に法的効力のある規則を制定する権
限を委任したことをもって，裁判所によって権威
として取り扱われるべきであるような，後の（合
理的な）解釈によって規則を明らかにする権限を
行政機関に対して黙示的に委任したものと解す
る．より具体的には，専門性及び政治的答責性と
いう点における行政機関の裁判所に対する優位性
並びに行政解釈の統一性といった Chevron原則
と同様のプラグマティックな観点から正当化を試
みる．
このうち，オリジナリスト・アプローチは，行
政機関の現在の見解は，規則制定当時の規則の原
文についての行政機関の当初の意図又は理解を正
確に把握したものであること及び法文を含む他の
資料が異なる解釈の方向性を示している傾向があ
るときでさえ又は他の代替的解釈が現行の状況に
よりよく適合するときでさえ，オリジナルの意図
又は理解は，後の解釈を支配すべきであること，
という 2つの仮定に依拠する．このことから，同
アプローチの行く手には種々の同一性の問題が待
ち受けている24）．
この点，裁判所は，規則が制定されたときより
もずっと後になって表明された行政解釈に敬譲を
与えたり，行政機関が当初の解釈を変更した場合
であっても，一定の条件を満たす限り，変更後の
行政解釈に敬譲を与えることがある25）．このこと
もあって，オリジナリスト・アプローチに基づく
説明は，現在でも，裁判所において時折見受けら
れるが，一般的には，Chevron原則と同様の正当
化理由，すなわち行政機関の能力等に着目したプ
ラグマティック・アプローチによる見解が，上記
議会意図の黙示的委任についての実際的配慮と結
合して，現代における Auer原則を支持する支配
的根拠となっていると解されている．
⑶　反　対　説
現在，米国においては，Auer原則に対する反対
説と限定説が勢力を拡大している．
Auer原則の存在や正当化理由に反対し，同原
則の廃止や他の敬譲原則への置換えなどを訴える
見解（反対説）は，①文理（文言）主義（裁判所
は制定法の文面が意味するところを探求すべきと
するもの），②権力分立の原則（法律を制定する
権限とそれを解釈する権限は同一の手中に存在さ
せることができないとするもの），③連邦行政手
続法（「審査裁判所は，すべての関連する法律問題
を判断し，憲法及び制定法の規定を解釈しなけれ
ばならない」ことを定めている同法 706 条に反す
る，あるいは，行政機関に対し，同法 553 条所定
の規則制定手続を遵守せずに，意図された新しい
法を作り出すための解釈を発するという計画を伴
いながら，曖昧な規則の制定と恣意的な行政を動
機付けるとするもの）などの観点から同原則に対
する批判を展開する26）．
ここでは，Decker事件の最高裁判決において
Scalia判事が示した同原則に対する反対説を紹介
しておきたい27）．
同判事は，上記①につき，「行政機関は，規則の
起草者として，規則制定時に意図していたことに
関して，一定程度の特別な見識を有する……とい
う議論が含んでいる前提――裁判所が探求するも
のは規則を採用する際における行政機関の意図で
ある――は偽りのものである．規則の真実は，法
規の真実が何であるかということである．Holmes
判事が述べたように，『裁判所は，立法府が何を意
味したかを調査するのではない．裁判所は法規が
何を意味しているかのみを問うのである』．支配
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的規則が議会又は行政機関によって作られるかど
うかにかかわらず，それらを作った人々の表現さ
れていない意図ではなく，彼らが述べるものに
よって，裁判所は拘束される．〔下線筆者〕」，「『複
雑で非常に技術的な規則のプログラム』を管理す
る際に，行政機関が特別な専門知識を備えている
という事実は……規則を制定すべきは行政機関で
あり，裁判所ではないという結論を導く．しかし，
誰が規則を解釈すべきであるかということとは関
係がない．」と述べる28）．
また，上記②及び③につき，Chevron判決の理
論は，「議会が行政機関に法規を所管する権限を
与えるとき（その権限には解釈的規則を発行する
権限を含むものであるが），それは，法規の意味に
関して，暗黙的に行政機関にある程度の裁量を与
えるものであり，裁判所はこれを尊重しなければ
ならない．法規を明らかにするために行政機関の
権限が含蓄するものは十分に合理的であるが，行
政機関が自身の規則における曖昧さを解消し得る
という議会からのインプリケーションはまったく
もって存在しない．というのは，法律を制定する
権限とそれを解釈する権限は同一の手中に存在さ
せることができない，それは権力の分立という基
本原則に反するからである．Auer原則は，行政機
関に対し〔筆者注：連邦行政手続法が定める29）〕
告知コメント手続を遵守せずに，意図された新し
い法を作り出すための解釈を発するという計画を
伴いながら〔下線筆者〕」，曖昧な規則の制定を奨
励するものであると説示する．
さらに Scalia判事は，Auer判決はChevron判
決の論理的コロラリーではないが，Chevron判決
が示した議会から行政機関に委任された法的拘束
力ある規則制定権限を不正に利用することを認め
る危険なものであるとも指摘する30）．
⑷　限　定　説
他方，Auer原則を全面的に廃止すべきである
とまではいわないが，行政機関の解釈に明白な誤
りがある又はその解釈が当該規則と矛盾するもの
でないと断じ得ない場合であっても，当該解釈が
確立したものでない又は正当な権限・公式の見解
に基づいているものでないとき（公式性），あるい
は，例えば，現在の行政解釈が，訴訟上のポジショ
ンの便宜のためであるようにしか見えないとき，
過去の行政機関の行為に対する批判からの防護を
求めることによって発展した辻褄合わせであるよ
うに見えるとき又は過去の行政解釈と矛盾すると
き（一貫性）31）など，行政解釈が，問題となって
いる事項について公正で考慮された判断を反映す
るものでないと認められる理由があるときなど
は，同原則は適用されるべきではないとして，同
原則の適用範囲を限定ないし制限する見解（限定
説）もある32）．
⑸　我が国への示唆
Auer原則を巡る議論が，我が国租税法領域の
問題に与える示唆に言及しておきたい．
米国の議論を制度の異なる我が国にそのまま持
ち込むことは困難を伴うものの，行政解釈は我が
国の裁判所においても尊重されるべきであるかと
いう議論を正面から取り上げることは，行政機関
が有する専門性・政策選択能力を駆使した問題解
決又は紛争予防効果などといった行政解釈を尊重
することの利点33）や，裁判所の判断の客観化・合
理化などの観点から，有益であると考える．とり
わけ，政令の原案及びその検討資料を作成・保持
し，実際にも立案担当者が行政機関の職員として
所属していることなどに着目した，「法解釈の前
提ないし基礎となる事実の証明としての性格が濃
い場面における行政機関の優位性」と「立法者と
立案担当者の形式上の同一性」に着目すること
で，我が国においても，オリジナリスト・アプ
ローチ的な観点から，行政機関が自ら制定した法
規範（政令）に対する行政解釈（例えば，当該政
令の解釈・取扱い等について定める通達）は，特
段の事情のない限り，裁判所によって尊重される
べきであるという考え方は検討に値するであろ
う34）．
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他方，裁判所が過度又は盲目的に政令に対する
行政解釈を尊重するのであれば，上記反対説や限
定説が抱いている問題意識の共有可能性を慎重に
検討する必要がある．ここでは，政令の立案は租
税行政の執行を担う租税行政庁自らが行っている
ことに思いを致すべきである35）．すると，「法律を
制定する権限とそれを解釈する権限は同一の手中
に存在させることができない，それは権力の分立
という基本原則に反するからである」という
Scalia判事の上記見解が妥当する状況が，我が国
においても確認し得るのではないかという発想に
つながるのである．
また，上述のとおり，Scalia判事は，Auer判決
について，議会から行政機関に委任された法的拘
束力ある規則制定権限を不正に利用することを認
める危険なものである旨指摘する36）．かかる指摘
は，Auer原則に対して，行政機関が曖昧な規則を
制定する誘因を与えることになり，予測可能性を
阻害する，あるいは恣意的な規則制定が行われる
という懸念が生じることになるのではないか，と
いった内容の批判を展開するものであると解され
る37）．要するに，行政機関は，①議会から委任さ
れた法的拘束力のある規則の制定権限を適切に行
使して十分な内容の規則を制定することをせず，
あえて不十分ないし不明確な内容の規則を制定し
た上で，②当該規則に対する下位の行政解釈，す
なわち①の法的効力ある規則ではなく，法的効力
のない解釈的な規則を用いて，当該規則の意味内
容を明らかにする（解釈的な規則であるため，行
政機関は規則制定前の手間のかかる民主的統制手
続である告知コメント手続の実施を回避できる．
連邦行政手続法 §553（a）），そして，③当該行
政解釈は，Auer原則によって裁判所から敬譲を
与えられる，という図式がもたらす危険性を説く
ものであると捉えることができる．ここで述べら
れているような図式は議会の立法権ないし委任の
趣旨を蔑ろにするなどの批判に晒されるものであ
ろう38）．
かような Auer原則を巡る議論を我が国の行政
立法の議論に単純に置き換えて考えてみることが
許されるとすると，例えば，租税行政庁が，不十
分ないし不明確な内容の政令を定めると同時に，
当該政令の意味内容を通達等によって補充すると
いう慣習があるとすれば，憲法41条，30条及び84
条への抵触が危ぶまれよう．この場合には，授権
法律の委任の趣旨等に照らして，政令の規定内容
の十分性が問われる．さらにいうと，かような通
達等が裁判所によって尊重されるという状況があ
るとすれば（この点について，後記Ⅲの 1参照），
政令の立案は租税行政の執行を担う租税行政庁自
らが行っているという意味で，権力分立の観点か
ら問題視される．
Ⅲ　政令（法人税法施行令）の検証
以下，政令の規定内容の十分性という視点から
の観察を行った場合に，その規定内容の見直しを
検討する必要がある政令（法人税法施行令）が存
在することを論じる．具体的には，これまで検討
してきたところを踏まえて，政令で不十分ないし
不明確な内容を定めた上で，当該不十分ないし不
明確な部分を通達によって補充しているのではな
いかと思われる例を挙げてみたい．なお，当該政
令について，行政立法の限界を検討する上で古く
から議論されてきた伝統的な視点，すなわち委任
命令は法律による委任の範囲を超えた内容を定め
ることはできないという意味において政令の授権
法律適合性を検討する視点からの観察を行った場
合に，その規定内容の見直しを検討する必要があ
ると解されるときは，その旨も指摘する．
　 1　法人税法施行令 119 条 1 項 4 号と法人税基
本通達2－3－7
法人税法61条の2第23項は，「有価証券の一単
位当たりの帳簿価額の算出の基礎となる取得価額
の算出の方法，有価証券の一単位当たりの帳簿価
額の算出の方法の種類，その算出の方法の選定の
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手続その他前各項の規定の適用に関し必要な事項
は，政令で定める．」と規定し，これを受けて同法
施行令119条1項4号は，有価証券と引換えに払込
みをした金銭の額等の合計額が，払い込むべき金
銭の額等を定める時におけるその有価証券の取得
のために「通常要する価額に比して有利な金額で
ある場合」には，その払込み等により取得をした
一定の有価証券の取得価額は，「その取得の時に
おけるその有価証券の取得のために通常要する価
額」となる旨規定する．そして，この「通常要す
る価額に比して有利な金額」の意義について，法
人税基本通達 2－3－7 は，当該株式の払込金額等を
決定する日の現況における「当該発行法人の株式
の価額に比して社会通念上相当と認められる価額
を下回る価額をいう」とし 39），その（注）1にお
いて「社会通念上相当と認められる価額を下回る
かどうかは，当該株式の価額と払込金額等の差額
が当該株式のおおむね 10 ％相当額以上であるか
どうかにより判定する．」としている40）．
かように，法人税基本通達 2－3－7 は，法人税法
施行令119条1項4号が定める「通常要する価額に
比して有利な金額」の意義について，具体的な解
釈を示し又は認定の基準を明らかにしているが，
いずれも政令において定めることが可能な内容で
あると解する．すると，租税行政庁が，法律上又
は事実上の根拠及び合理性があるという認識の下
で，法令から直ちに導出することはおよそ不可能
である 10 ％という数値基準を定めて画一的に運
用するのであれば（しかも，後述するように，か
かる基準が裁判所において精査されることもな
く，受容されていることに留意），10 ％という数
値基準を絶対的なものとするか，これとは別に包
括的な判断基準を用意しておくかなど規定のヴァ
リエーションの議論はあるとしても，10％という
数値基準自体は法的効力を有する政令で定めてお
くべきではないかという疑問が生じる．かような
疑問が当を得ているとすると，同通達は，法人税
法施行令 119 条 1 項 4 号の規定内容が不十分であ
ることの証左であると見ることもできよう．この
点は，租税行政庁内部における政令・通達等の規
定事項の配分に対する考え方が問題とされるべき
であるのかもしれないが41），授権法律の委任の趣
旨との関係では，そのような問題に止まると簡単
に片付けることはできない．
なお，上記通達中の「おおむね」という語は政
令で用いるには漠然としすぎているという見解も
あるかもしれないが，例えば，いわゆる適格組織
再編成の共同事業要件を構成する事業規模要件や
従業者引継要件について定める法人税法施行令 4
条の 3第 4項 2号（「おおむね 5倍を超えないこ
と」）及び3号（「おおむね100分の80以上に相当
する数の者」），定期同額給与の範囲等について定
める同令 69 条 1 項 2 号（「おおむね一定であるも
の」）などにおいても，「おおむね」という語は用
法人税基本通達 2－3－7　（通常要する価額に比して有
利な金額）
　令第119条第1項第4号《有利発行により取得した
有価証券の取得価額》に規定する「払い込むべき金銭
の額又は給付すべき金銭以外の資産の価額を定める
時におけるその有価証券の取得のために通常要する
価額に比して有利な金額」とは，当該株式の払込み又
は給付の金額（以下2－3－7において「払込金額等」と
いう．）を決定する日の現況における当該発行法人の
株式の価額に比して社会通念上相当と認められる価
額を下回る価額をいうものとする．
（注）
1　社会通念上相当と認められる価額を下回るかど　
うかは，当該株式の価額と払込金額等の差額が当
該株式の価額のおおむね 10 ％相当額以上であるか
どうかにより判定する．
2 　払込金額等を決定する日の現況における当該株
式の価額とは，決定日の価額のみをいうのではな
く，決定日前1月間の平均株価等，払込金額等を決
　定するための基礎として相当と認められる価額を
いう．
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いられているから，かかる見解は容易には受け入
れ難い．もっとも，それぞれの文脈における「お
おむね」という語の意義や性質を比較検討する必
要性は残されている．
加えて，かように政令に示された行政解釈をさ
らに通達等によって行政解釈する場合に，政令・
通達等の立案を担当する租税行政庁には，その制
定趣旨や規定内容の合理性を裏付ける種々の資
料，換言すれば，①授権法律の規範内容又は委任
の趣旨・目的の解釈，政令の授権法律等適合性及
び政令制定の際に依拠した統計上のデータなどと
いった政令の実質上の根拠や，②根拠法令の解
釈，通達の根拠法令等適合性及び通達制定の際に
依拠した統計上のデータなどといった通達の実質
上の根拠の公開・保存という点でアドバンテージ
が認められる．このこととの関係で，そこに示さ
れた行政解釈を争う納税者が不利な立場に立たさ
れる事態や，かかる行政解釈に対する司法統制が
十分に働かないような事態が起こり得るという懸
念を示しておきたい．ここでは，具体的な論拠を
明示せずに法人税基本通達 2－3－7 の合理性を認め
た裁判例として，東京地裁平成22年3月5日判決
（税資260号順号11392）及びその控訴審である東
京高裁平成22年12月15日判決（税資260号順号
11571）があることを指摘しておく．かかる問題
視覚については，米国における Auer原則の議論
から多くの示唆を得ている42）．
　 2　法人税法施行令136条と法人税基本通達9－
6の2－1
⑴　法人税法65条の租税法律主義適合性
授権法律の租税法律主義適合性という点で，注
目すべき条文がある．それは，法人税法65条に代
表されるいわゆる包括的委任規定である43）．同条
は，「各事業年度の所得の金額の計算の細目」とい
う見出しの下，「第二款から前款まで（所得の金額
の計算）に定めるもののほか，各事業年度の所得
の金額の計算に関し必要な事項は，政令で定め
る．」とするものであり，政令への委任の方法が包
括的な規定であるといえる．そうすると，同条は
白紙的委任規定として，租税法律主義に反するの
ではないかという素朴な疑問が惹起される．同条
における委任の方法の包括性を問題視する学説が
存在することは，いわば当然のことであるといえ
よう44）．
これに対して，法人税法65条の租税法律主義適
合性を認める学説や裁判例は少なくない．金子宏
教授も，同条について，その前身である旧法人税
法 9条 8項とは異なり，文字どおり補足的な定め
を政令に委任する趣旨であることを前提とした上
で，その租税法律主義適合性を支持する立場であ
ることを宣明される45）．裁判例に目を移すと，裁
判所は，委任の趣旨等を合理的に解釈すること
で，一貫して同条の租税法律主義適合性を認めて
いる46）．法人税法65条は，同「法22条ないし64
条の定める内容について，その施行のために必要
な技術的細目的事項を定めることを政令に委任す
る規定」であるに止まり，別段の定めに当たる規
定ではなく，また，政令で別段の定めを創設する
ことまでをも委任する趣旨を含むものではないこ
と（大阪高裁平成21年10月16日判決・判タ1319
号79頁等参照）などから，本稿も，法人税法65条
は租税法律主義に反しないことを前提に考察を進
める47）．
なお，かような法人税法65条に基づいて制定さ
れた政令は，主として法人税法施行令の 132 条か
ら139条の6に収められている．
⑵　法人税法施行令136条の授権法律適合性
（a）　規定内容
法人税法 65 条の委任を受けて制定された同法
施行令 136 条は，農畜産物の価格の変動による損
失等の特定の損失又は費用を補てんするための業
務を主たる目的とする公益法人等又は一般社団法
人若しくは一般財団法人の当該業務に係る資金の
うち短期間に使用されるもので，①当該資金に充
てるために徴収される負担金の額が当該業務の内
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泉：租税に関する政令の規定内容の十分性
容から見て適正であること，②当該資金の額が当
該業務に必要な金額を超えることとなるときは，
その負担金の徴収の停止その他必要な措置が講じ
られることとなっていること，③当該資金が当該
業務の目的に従って適正な方法で管理されている
こと，という 3つの要件すべてに該当するものと
して国税庁長官が指定したものに充てるための負
担金について，その支出時の損金算入を認めてい
る．
（b）　債務確定基準
法人税法22条3項2号は，当該事業年度の損金
の額に算入すべき金額として，「前号に掲げるも
ののほか，当該事業年度の販売費，一般管理費そ
の他の費用（償却費以外の費用で当該事業年度終
了の日までに債務の確定しないものを除く．）の
額 」を掲げている．当該事業年度終了の日までに
債務の確定しないものを「当該事業年度の費用」
から除外している上記括弧書き部分は，費用の年
度帰属を決する役割を有しており，一般に，債務
確定基準ないし債務確定主義と呼ばれている．
行政解釈は，法人税法22条3項2号の償却費以
外の費用で当該事業年度終了の日までに債務が確
定しているものとは，別に定めるものを除き，「当
該事業年度終了の日までに当該費用に係る債務が
成立していること」，「当該事業年度終了の日まで
に当該債務に基づいて具体的な給付をすべき原因
となる事実が発生していること」，「当該事業年度
終了の日までにその金額を合理的に算定すること
ができるものであること」という 3つの要件（以
下「債務確定 3 要件」という．ただし，「要件」で
はなく「要素」として理解すべきであるという議
論を否定することを含意する措辞ではない．）す
べてを満たすことが必要であるとする（法人税基
本通達2－2－12）．
この点，債務確定基準の趣旨は，いまだ債務と
して確定していない費用は発生の見込みとその金
額が明確ではないことを前提に，かかる費用を当
該事業年度の費用として計上することを排除する
ことによる所得金額の計算の正確性・明確性の担
保，ひいては納税者間の公平の確保にあり，具体
的には引当金・見越費用を当該事業年度の費用か
ら排除することにあると解されるところ，かかる
趣旨と文理に照らして，上記通達の定める債務確
定 3要件は債務確定基準の合理的な解釈として導
き出すことが一応可能であると考える48）．
（c）　法人税法施行令136条に対する疑問
法人税法施行令 136 条について，上記負担金等
の支出は単なる費用の発生を見越して積み立てる
ものにすぎず，債務確定 3要件のうち，少なくと
も「当該事業年度終了の日までに当該債務に基づ
いて具体的な給付をすべき原因となる事実が発生
していること」という要件を満たさないことは明
らかである 49）．また，仮に債務確定3要件を満た
すとしても両規定が未払による損金計上を排除し
ていること（もちろん，特定の損失等に充てるた
めの負担金の損金算入の時期との関係でかかる内
容を定める法人税基本通達 9－6 の 2－3 が法人税法
施行令 136 条の解釈として合理的であることが先
決問題となる．）は許されるか，法人税法施行令
136 条のように国税庁長官の指定を適用要件とす
るならば別段の定めとして法定すべきではない
か，などの疑問を投げかけることができよう．
この点，法人税法施行令136条について，「その
負担金がプールされておれば持分に相当する部分
については仮払金なり繰延経費とみるケースが生
ずる場合もあろう．そこで……一定条件が備わっ
ておれば負担金は全額支出時の損金の額に算入す
ることを確認的な意味で認めることとしているの
である．」という見解がある50）．しかしながら，上
述のとおり，同条は法人税法22条3項2号括弧書
きの債務確定基準と異なる内容を定めているもの
と解されるから，債務確定基準といかに適合する
ものであるかについて，相応の説明が求められる
はずであり，「確認的な意味」に止まると直ちに断
ずることは難しい．
また，同条について，「法人が支出する各種の負
47
担金は，その支出の目的に従って処理されること
になるわけであるが， ここで一つの問題となるの
は，その支出された負担金が直ちに費消されるも
のではないという点に着目すれば，支出時に損金
算入することに問題がないわけではないが，事業
の性格等からみて，支出時の損金算入を認めるこ
とが適当であると考えられるものが少なくない」
という見解も示されている51）．しかしながら，こ
こで論ずべきは，同条の規定内容が法人税法の損
金（費用）の額の基本規定である法人税法22条3
項 2 号と適合的であるか（あるいは同条 4項と適
合的であるか）といった授権法律の適合性の問題
であり，その規定内容の一般的な合理性・必要性
とは，一応別問題であることに注意すべきであ
る．
⑶　法人税法施行令136条と法人税基本通達9－
6の2－1
法人税基本通達 9－6 の 2－1 は，上記法人税法施
行令 136 条に規定する「公益法人等又は一般社団
法人若しくは一般財団法人の当該業務に係る資金
のうち短期間に使用されるもの」とは，「当該公益
法人等又は一般社団法人若しくは一般財団法人の
定款，業務方法書等において，5 年以内の期間を
業務計画期間とし，当該期間内に使用されること
が予定されている資金をいうものとする．」と通
達している．
この通達は，法人税法65条や同法22条3項2号
括弧書き（債務確定基準）等に関する行政解釈を
示した政令である法人税法施行令 136 条に対し
て，さらに行政解釈を示したものと解される．同
条において，「短期間に使用されるもの」という抽
象的な規定を設けた上で，通達において，より具
体的に「5年以内の期間」を業務計画期間とし，当
該期間内に使用されていることが予定されている
資金であることを定めて，事実上，画一的な形式
的数値基準が存在するものとして政令の運用を行
うこととしていることは問題視することができ
る．5 年という期間に合理的根拠があるのであれ
ば，当該期間を政令に明記すべきではなかった
か，そもそも，政令の規定内容が十分なもので
あったか，という視点に基づく問題提起である． 
もっとも，法人税法 136 条の規定内容が十分なも
のであったかという点については，同条の根拠と
なる授権法律が包括的委任規定である法人税法
65条であるため，やや論じ難い面もあることは否
めない．
また，通達によって，政令の「短期間に使用さ
れるもの」という要件を，あたかも「5年以内の
期間」を業務計画期間とし，当該期間内に使用さ
れることが予定されている資金であることという
要件に読み替えるような解釈ないし運用を行うこ
との実質上の根拠が明らかではなく，その妥当性
の検証すら難しいという問題も投げかけ得る．こ
こでは，上記 1と同様に，行政解釈を争う納税者
が不利な立場に立たされる事態やかかる行政解釈
に対する司法統制が十分に働かないような事態が
起こり得ることも見過ごすべきではない．
法人税基本通達9－6の2－1（負担金の使用期間）
　令第136条《特定の損失等に充てるための負担金の
損金算入》に規定する「公益法人等又は一般社団法人
若しくは一般財団法人の当該業務に係る資金のうち
短期間に使用されるもの」とは，当該公益法人等又は
一般社団法人若しくは一般財団法人の定款，業務方
法書等において，5 年以内の期間を業務計画期間と
し，当該期間内に使用されることが予定されている
資金をいうものとする．
（注）
1　業務計画期間が経過した場合において，引き続
き同条の規定の適用を受けようとするときは，改
　めて同条に規定する指定を受ける必要があること
に留意する．
2 　5 年を超える期間に使用されることが予定され
ているものについては，措置法第66条の11《特定
の基金に対する負担金等の損金算入の特例》の規
定により，財務大臣の指定を必要とすることに留
意する．
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　 3　法人税法施行令132条と法人税基本通達7－
8－3等
⑴　法人税法施行令132条と関係通達
法人税法施行令132条は，「資本的支出」という
見出しの下，内国法人が，修理，改良その他いず
れの名義をもってするかを問わず，その有する固
定資産について支出する金額で，「当該支出する
金額のうち，その支出により，当該資産の取得の
時において当該資産につき通常の管理又は修理を
するものとした場合に予測される当該資産の使用
可能期間を延長させる部分に対応する金額」と
「当該支出する金額のうち，その支出により，当該
資産の取得の時において当該資産につき通常の管
理又は修理をするものとした場合に予測されるそ
の支出の時における当該資産の価額を増加させる
部分に対応する金額」に該当するもの（そのいず
れにも該当する場合には，いずれか多い金額）は，
その内国法人のその支出する日の属する事業年度
の所得の金額の計算上，損金の額に算入しない旨
規定している．
この規定については，資本的支出といわゆる修
繕費の区分を，理論的に鮮明化したものとして正
しい内容を定めるものであるが，その内容が余り
にも理論的に抽象化されているため，税務行政の
実際における具体的な区分の基準としては余り役
に立たないのではないかという指摘がなされてい
る52）．
なるほど，法人税基本通達に目を向けると，そ
の第7章第8節に「資本的支出と修繕費」の節を設
けており，その内容は，資本的支出と修繕費を区
分するための一種の割切り基準や，より個別具体
的な定めを設けたりするなど，上記政令の規定だ
けでは，申告実務や執行実務に十分に対応するこ
とができないことを如実に物語るものであると解
する．すなわち，法人税基本通達 7－8－1 において
資本的支出，7－8－2 において修繕費に含まれる費
用を例示した上で，7－8－3において，7－8－1にかか
わらず少額又は周期の短い費用を修繕費として損
金算入することを認め，7－8－4 において，一の修
理，改良等のために要した費用の額のうちに資本
的支出であるか修繕費であるかが明らかでない金
額がある場合における形式基準による修繕費の判
定を定めている．また，7－8－5 において，一の修
理，改良等のために要した費用の額のうちに資本
的支出であるか修繕費であるかが明らかでない金
額（7－8－3又は7－8－4の適用を受けるものを除く．）
がある場合において，法人が，継続してその金額
の30％相当額とその修理，改良等をした固定資産
の前期末における取得価額の 10 ％相当額とのい
ずれか少ない金額を修繕費とし，残額を資本的支
出とする経理をしているときは，これを認めると
いう資本的支出と修繕費の区分の特例を設けてい
る．このほか，法人税基本通達は，災害の場合の
資本的支出と修繕費の区分の特例として 7－8－6，
ソフトウエアに係る資本的支出と修繕費の定めと
して7－8－6の2，機能復旧補償金により固定資産を
取得又は改良した場合の取扱いとして 7－8－7，地
盤沈下による防潮堤，防波堤等の積上げ費の取扱
いとして 7－8－8，耐用年数を経過した資産につい
てした修理，改良等した場合の取扱いとして7－8－
9を用意している．
このように見てくると，法人税法施行令 132 条
について，その規定内容の十分性という観点から
見直しの余地があることを指摘できるように思わ
れる．
⑵　法人税法施行令132条と法人税基本通達7－
8－4及び7－8－5
さらにいえば，次のとおり，法人税基本通達7－
8－4 及び 7－8－5 の定める内容は租税法律主義適合
性が疑われるか，少なくともそのような観点から
吟味を要するものであると解され，このことが上
記指摘の妥当性の裏付けとなり得ると考える．す
なわち，法人税法施行令132条の定めに加えて，法
人がその有する固定資産の修理，改良等のために
支出した金額のうち当該固定資産の価値を高め，
又はその耐久性を増すこととなると認められる部
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分に対応する金額が資本的支出となる旨及び資本
的支出の例を定める法人税基本通達 7－8－1 並びに
法人がその有する固定資産の修理，改良等のため
に支出した金額のうち当該固定資産の通常の維持
管理のため又は毀損した固定資産につきその現状
を回復するために要したと認められる部分の金額
は修繕費となる旨定める同通達 7－8－2 を前提とし
ても，実務上，法人がその有する固定資産の修理，
改良等のために支出した金額が，資本的支出と修
繕費のいずれに該当するか，判断に迷う場合が少
なくない．このようなことから，法人税基本通達
7－8－4 は，形式基準による修繕費の判定について
次のとおり定めている．
また，法人税基本通達 7－8－4 よりも更に簡便的
な区分の方法として，同通達 7－8－5 が定められて
いる．
いずれの通達も，一種の簡便法として53），資本
的支出と修繕費の区分に係る形式的・画一的な数
値基準ないし特例的取扱いを定めているが，その
ような基準の設定や取扱いが認められる法令上の
根拠や経験則上の根拠は必ずしも明らかではない．
税務通達の内容の実質上の根拠が判然としないの
である．かように法人税基本通達7－8－4及び7－8－
5 の定める内容は租税法律主義適合性が疑われる
か，少なくともそのような観点から吟味を要する
ものであり，むしろ，本来的には政令で定めるべ
き内容，すなわち簡便性や執行容易性を考慮し
て，政策的観点から一種の形式的・画一的な数値
基準ないし特例的取扱いを、通達限りで定めてい
るのではいかという疑問を禁じ得ない．さすれ
ば，法人税法施行令 132 条について，その規定内
容の十分性という観点から見直しの余地があると
いう見方が一層強まると考える． 
結びに代えて
本稿では，政令の規定内容の十分性という問題
を論じたが，政令の規定内容が不十分なケースの
極端な例として，そもそも，法律が政令に対して
個別具体的に委任しているにもかかわらず，何ら
かの理由により政令が制定されていない場合があ
ることも指摘しておきたい．すなわち，特定株主
等によって支配された欠損等法人の欠損金の繰越
しの不適用について定める法人税法57条の2第1
項は，内国法人で他の者との間に当該他の者によ
る一定の支配関係（特定支配関係）を有すること
となったもののうち，当該特定支配関係を有する
こととなった日（支配日）の属する事業年度（特
定支配事業年度）において，当該特定支配事業年
度前の各事業年度において生じた欠損金額又は評
価損資産を有するもの（欠損等法人）が，当該支
配日以後 5年を経過した日の前日までに，一定の
適用事由に該当する場合には，その該当すること
となった日の属する事業年度（適用事業年度）以
後の各事業年度においては，当該適用事業年度前
法人税基本通達7－8－5（資本的支出と修繕費の区分の
特例）
　一の修理，改良等のために要した費用の額のうち
に資本的支出であるか修繕費であるかが明らかでな
い金額（7－8－3又は7－8－4の適用を受けるものを除く．）
がある場合において，法人が，継続してその金額の
30 ％相当額とその修理，改良等をした固定資産の前
期末における取得価額の 10 ％相当額とのいずれか少
ない金額を修繕費とし，残額を資本的支出とする経
理をしているときは，これを認める．
（注）　〔掲載省略〕
法人税基本通達7－8－4（形式基準による修繕費の判定）
　一の修理，改良等のために要した費用の額のうち
に資本的支出であるか修繕費であるかが明らかでな
い金額がある場合において，その金額が次のいずれ
かに該当するときは，修繕費として損金経理をする
ことができるものとする．
⑴　その金額が60万円に満たない場合
⑵　その金額がその修理，改良等に係る固定資産の
前期末における取得価額のおおむね 10 ％相当額以
下である場合
（注）　〔掲載省略〕
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の各事業年度において生じた欠損金額について
は，青色欠損金の繰越控除規定（法人税法57条1
項）は適用しないことを定めている．
上記適用事由とは，法人税法57条の2第1項各
号に掲げられている事由をいい，例えば同項 1号
は「当該欠損等法人が当該特定支配日の直前にお
いて事業を営んでいない場合（清算中の場合を含
む．）において，当該特定支配日以後に事業を開始
すること（清算中の当該欠損等法人が継続するこ
とを含む．）．」を適用事由として定めている．そし
て，同項6号は，「前各号に掲げる事由に類するも
のとして政令で定める事由」として，1号～5号に
掲げる事由に類するものの定めの定立を政令に対
して個別具体的に委任している．
しかしながら，その理由は明らかではないが，
この 6号の委任に対応する政令の定めは存在しな
い．租税に関する政令の制定等に対し，規定内容
の十分性という視点での統制を強化することは，
ごく稀な例であるかもしれないが，このように法
律が政令に個別具体的に委任しているにもかかわ
らず，租税行政庁が，何らかの理由により政令を
制定していないケースに対して，政令で定めるべ
き内容に関する知見等の適時の提供など，適切な
時期に十分な内容の政令の制定を促すような効果
を見込むことができるかもしれない． 
なお，言及するに止めざるを得ないが，租税に
関する政令の制定等に対し，規定内容の十分性と
いう視点での統制を強化するための手段として，
筆者は，行政手続法所定のパブリックコメント制
度の発展に期待を寄せている．
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